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感謝状の贈呈（写真左から小林勝利東海農政局長、塩屋俊一土地改良建設協会専務理事）

土地改良建設協会の取組経過
「明治用水頭首工対策検討会」の設置について
1  設置の趣旨
　令和 4年 5月15日に発生した明治用水頭首工での漏水問題については、災害協定に
基づく東海農政局からの支援要請に対して各会員企業で重機や資材の提供等を行って
きたところであるが、現下の状況に鑑みて、応急対策の工法等について早急に検討し
提案することが（一社）土地改良建設協会の役割として必要と判断し、会員企業から専
門家の参画を得て、検討会を開催することとしたものである。
2  検討会の構成
　早急に応急対策工法案を取り纏める
必要から、既に重機や資材の提供等で
現地を熟知している、若しくは頭首工
等の工事で豊富な実績がある会員企業
に専門家の参画を要請し、表の委員の
構成とした。
3  開催状況
• 令和 4年 5月24日　明治用水頭首工
対策検討会の設置を決定

• 5 月27日　第 1回検討会を現地にて
開催

　 現地調査及び応急対策について意見
交換

•  6 月 6 日　第 2回検討会を農業土木
会館にて開催

　 各委員から応急対策工法の提案及び
意見交換

•  6 月 7 日　土地改良建設協会として
農林水産省に応急対策工法案の取り
纏め結果を報告
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表　明治用水頭首工対策検討会
氏　名 会　社　名 役　職
内藤　　明 ㈱ 大 林 組 生産技術本部統括部長
浜添光太郎 ㈱ 大 林 組 生産技術本部統括部設計第3部　主席技師
小坂　準一 ㈱ 大 林 組 名古屋支店　工事部長
岡田　　章 ㈱ 奥 村 組 技術本部長
大川　俊紀 ㈱ 奥 村 組 東日本支社　工務部長
林　　健二 鹿島建設㈱ 土木管理本部統括技師長（ダム）
大内　　斉 鹿島建設㈱ 土木管理本部前統括技師長（ダム）
樋江井夕紀夫 鹿島建設㈱ 土木管理本部土木工務部臨海グループ長
越川　俊幸 鹿島建設㈱ 中部支店土木部長
中出　　剛 ㈱ 熊 谷 組 本社土木設計部長
金子　伸和 ㈱ 熊 谷 組 名古屋土木部長
高坂　信章 清水建設㈱ 土木技術本部基盤技術部上席エンジニア
加藤　直人 清水建設㈱ 名古屋支店土木技術部主査
井上　政明 大成建設㈱ 土木本部　土木技術部海洋技術室長
大竹　明朗 大成建設㈱ 土木本部　土木技術部地盤・環境技術室長
渡辺　典男 大成建設㈱ 名古屋支店　土木部技術室長
伊藤　裕之 西松建設㈱ 中部支店顧問
安藤　直樹 西松建設㈱ 中部支店課長
太田　宏通 ㈱ フ ジ タ エグゼクティブエキスパート（ダム）
三上　　浩 ㈱ フ ジ タ 担当課長

新・担い手三法の趣旨徹底に向けて

　北海道に侵入した国内外来カエルの生息分布解明にむけた音声自動判別モデルの構築
帯広畜産大学　新海　萌香

指導教員　中島　直久　助教

　WRFモデルを用いた八郎潟干拓による流域気象環境の変化推定
秋田県立大学　生物資源科学部　アグリビジネス学科　佐藤　友哉

（現在　東北農政局　勤務）
指導教員　増本　隆夫　教授

　福島県の国営かんがい排水事業地区における水管理システムの実態分析
福島大学　農学群食農学類生産環境学コース水資源利用研究室　石本　帆乃

（進学先　筑波大学大学院理工情報生命学術院生命地球科学研究群生物資源科学プログラム博士前期課程）
指導教員　申　文浩　教授

　大規模畑地灌漑地区における従量制水利費賦課方式の節水効果
筑波大学大学院生命地球環境科学研究群　生物資源科学学位プログラム　利水環境工学研究室　2年

長谷部　紫苑
指導教員　石井　敦　教授

　水稲の低水温害抑制のための水管理法が水田の水温分布に与える影響について
東京大学農学部　生物・環境工学専修4年　白石　和也
（進学先　東京大学大学院農学生命科学研究科修士課程）

指導教員　西田　和弘　准教授

　渡良瀬川魚道における準リアルタイム水中観測システムの構築
東京農工大学　農学部　地域生態システム学科　4年　水資源計画学研究室　小寺　俊輔

（進学先　東京農工大学大学院農学府農学専攻食農情報工学コース）
指導教員　福田　信二　教授

　リサイクル炭素繊維の農地還元の可能性の検討
Investigation of the Possibility of Returning Recycled Carbon Fiber to Agricultural Land

東京農工大学　丸山　智也
（現在　東京都　勤務）

指導教員　加藤　亮　教授
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　当協会では協会設立50周年事業として、優れた技術者の育成・確保の観点から、
大学において担当教員の指導の下に国営事業地区等をフィールド調査し卒業論文等
を作成する学生に対して、旅費、宿泊費等の諸経費を支援する事業を実施しています。
今回、令和4年度事業の支援学生から研究成果の報告がありましたので紹介します。

国営事業地区等フィールド調査国営事業地区等フィールド調査
学生支援事業　学生支援事業　 令和４年度
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　AE法によるオゾン処理を施した稲わらの引張強度特性に関する研究
新潟大学　農学部　坪田　到馬

（進学先　新潟大学大学院自然科学研究科）
指導教員　鈴木　哲也　教授

　多面的機能支払交付金における活動組織の広域化の課題とその対策　―兵庫県を対象にして―
京都大学　農学部地域環境工学科　農村計画学研究室　細川　裕未（現在　農林水産省　勤務）

指導教員　星野　敏　教授

　マクロ分散現象に及ぼすランダム不均質場の空間相関性の影響
神戸大学　農学部　竹内　佑衣
（進学先　神戸大学大学院）
指導教員　井上　一哉　教授

　トレーサ試験を用いた地下ダム止水壁の損傷探査
神戸大学　農学部　牧野　桃子
（進学先　神戸大学大学院）
指導教員　井上　一哉　教授

　膨張材を混和したコンクリートの拘束試験における作用力管理方法の検討
鳥取大学　農学部　生命環境農学科　篠原　佳太

（現在　内外エンジニアリング㈱　勤務）
指導教員　緒方　英彦　教授

　サンドブラスト式摩耗試験機の促進倍率に関する研究
島根大学　生物資源科学部　環境共生科学科　地域工学コース　山本　真生

（現在　中部地方整備局　勤務）
指導教員　上野　和広　助教

　けい酸塩系表面含浸工法を用いた無機系表面被覆工法の長期耐久性評価
高知大学　農林海洋科学部　農林資源環境科学科　岩崎　司

（現在　静岡県庁　勤務）
指導教員　佐藤　周之　教授

8

9

10

11

12

13

14

8 ～14 の報告は次号（323号）に掲載します。

令和5年度国営事業地区等フィールド調査学生支援事業

フィールド調査を実施して卒業論文等を
作成する学生を支援します
　（一社）土地改良建設協会においては、農林水産省及び（公社）農業農村工学会等の協力を得て、
学生が参画した国営事業地区等を対象とした学術研究を奨励するため、農業農村工学系の学科、
講座の担当教員の指導を得て、学生が国営事業地区等のフィールド調査を行う場合に、旅費等
の必要な諸経費を支援しています。　
　また、円滑なフィールド調査が実施できるよう現地の案内、必要となる資料の提供等の協力
を農林水産省及び地方農政局等（北海道開発局、沖縄総合事務局を含む）に対して協会から要
請しています。

● 交通費、宿泊費に加えて物品や消耗品も支援対象
● 初めに学生一人に10万円を支給し、余った分を返金
● 卒業論文等の内容は、学会誌等で発表し、会誌「土地改良」にも掲載

1大学あたり最大20万円まで土地改良建設協会が支援

応募方法
土地改良建設協会及び農業農村工学会の
HPに掲載した応募様式に基づき、指導担
当教員を通じて申し込んでください。
  第1次応募   
2023年4月17日㈪ から5月26日㈮まで
  第2次応募   
2023年4月17日㈪ から7月28日㈮まで
両応募期間を通じて全体で20名の学生を
支援対象とします。

土地改良建設協会HP：
dokaikyo.or.jp/  （お知らせ）

農業農村工学会HP：
www.jsidre.or.jp/   (公募・イベント情報）
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北海道に侵入した国内外来カエルの生息分布解明にむけた
音声自動判別モデルの構築

帯広畜産大学　新海　萌香
指導教員　中島　直久　助教

1．はじめに
　外来種の侵入は最大の生態系危機の一つである。北海道の水田地帯では1990年ごろに国内外来種としてトウ
キョウダルマガエルおよびトノサマガエルが、岩見沢市や北広島市の水田地帯に侵入し分布を拡大している。両
種は北海道指定外来種に定められ、生物多様性に著しい影響を及ぼす恐れがあるとされるため拡大防止策が求め
られている。対象種は拡散要因として河川によって離散した地域に移動した形跡がある。岩見沢地域では現在国
営かんがい排水事業として約80kmにおよぶ幹線用水路の補修を実施している。生物の移動経路が長大にわたっ
て攪乱される場合の、拡散の影響について解明することは、今後の生態学的に重要な知見となりうる。
　拡散の実態を解明するためには、広域分布を時空間的密に調査する必要がある。しかし、景観スケールでの現
地調査には多大な労力を要し、隠遁性の高い対象種に関しては生息を見逃す可能性も高い。広域調査を効率的に
行う手法として、カエル類の鳴き声の音声解析から種を自動で判別する技術開発が近年活発になっている。とく
に音響特性を入力とし機械学習によって分類モデルを生成する手法は精度が高く評価されているが、野外の音声
データから対象種の鳴き声のみを抽出・判断する難しさも指摘されている。そこで本研究では、音響特性を使用
せず、学習に用いる教師ラベリングや作業の簡便化を図るため、音声スペクトログラムによる深層学習を用いた
画像分類を試みることを目的とした。

2．方法
2.1 音声データの録音方法
　2022年 6 月末～ 8月上旬にかけ石狩
および空知総合振興局管内の計69地点
（図 1左）にICレコーダ（Roland社製
R07）を設置した（図 1右）。サンプリ
ング周波数は24Hz、ステレオのwav
形式にて保存した。設置個所は各地域
の土地改良区および長沼町の管理施設
内である。録音時刻はおおよそ18時～
24時であった。音声データは帯広畜産
大学農学情報基盤センターの深層学習
用ワークステーション（UNIX環境）上
にアップロードし、pythonプログラ
ミングによるGPU解析を行えるデー
タベースを構築した。
2.2 音声データの前処理
　対象種の鳴き声は短い声の集合であ
るため、 2～ 3声連続した集まりをCroakと呼び、Croakを構成する一声ずつをCallと呼ぶ。本地域ではニホン
アマガエルも同居しているが、トノサマ属との鳴き声はCroakの時点で明瞭に異なるため、本解析ではCroakを
識別に用いる（図 2左）。
　音声データの前処理にはpython3.8.10を用いた。サンプリング周波数を24Hzから16Hzに変換し、音源フレー
ムを 1秒区間に分割した。さらに短時間離散フーリエ変換から 1秒区間のスペクトログラム画像を生成した。 1
秒区間に分割することで、1つのCroakにクローズアップすることができ、そのまま教師ラベリングに使用できる。
続けて、スペクトログラムにメルフィルタバンクを適用しメルスペクトログラム画像を作成した。メル尺度によっ
て高周波数滞が強調され、対象種の音声が環境音から判別しやすくなった（図 2右）。

図 1　調査地および録音地点（左）と機材設置風景（右）
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北海道に侵入した国内外来カエルの生息分布解明にむけた
音声自動判別モデルの構築

帯広畜産大学　新海　萌香
指導教員　中島　直久　助教

1．はじめに
　外来種の侵入は最大の生態系危機の一つである。北海道の水田地帯では1990年ごろに国内外来種としてトウ
キョウダルマガエルおよびトノサマガエルが、岩見沢市や北広島市の水田地帯に侵入し分布を拡大している。両
種は北海道指定外来種に定められ、生物多様性に著しい影響を及ぼす恐れがあるとされるため拡大防止策が求め
られている。対象種は拡散要因として河川によって離散した地域に移動した形跡がある。岩見沢地域では現在国
営かんがい排水事業として約80kmにおよぶ幹線用水路の補修を実施している。生物の移動経路が長大にわたっ
て攪乱される場合の、拡散の影響について解明することは、今後の生態学的に重要な知見となりうる。
　拡散の実態を解明するためには、広域分布を時空間的密に調査する必要がある。しかし、景観スケールでの現
地調査には多大な労力を要し、隠遁性の高い対象種に関しては生息を見逃す可能性も高い。広域調査を効率的に
行う手法として、カエル類の鳴き声の音声解析から種を自動で判別する技術開発が近年活発になっている。とく
に音響特性を入力とし機械学習によって分類モデルを生成する手法は精度が高く評価されているが、野外の音声
データから対象種の鳴き声のみを抽出・判断する難しさも指摘されている。そこで本研究では、音響特性を使用
せず、学習に用いる教師ラベリングや作業の簡便化を図るため、音声スペクトログラムによる深層学習を用いた
画像分類を試みることを目的とした。

2．方法
2.1 音声データの録音方法
　2022年 6 月末～ 8月上旬にかけ石狩
および空知総合振興局管内の計69地点
（図 1左）にICレコーダ（Roland社製
R07）を設置した（図 1右）。サンプリ
ング周波数は24Hz、ステレオのwav
形式にて保存した。設置個所は各地域
の土地改良区および長沼町の管理施設
内である。録音時刻はおおよそ18時～
24時であった。音声データは帯広畜産
大学農学情報基盤センターの深層学習
用ワークステーション（UNIX環境）上
にアップロードし、pythonプログラ
ミングによるGPU解析を行えるデー
タベースを構築した。
2.2 音声データの前処理
　対象種の鳴き声は短い声の集合であ
るため、 2～ 3声連続した集まりをCroakと呼び、Croakを構成する一声ずつをCallと呼ぶ。本地域ではニホン
アマガエルも同居しているが、トノサマ属との鳴き声はCroakの時点で明瞭に異なるため、本解析ではCroakを
識別に用いる（図 2左）。
　音声データの前処理にはpython3.8.10を用いた。サンプリング周波数を24Hzから16Hzに変換し、音源フレー
ムを 1秒区間に分割した。さらに短時間離散フーリエ変換から 1秒区間のスペクトログラム画像を生成した。 1
秒区間に分割することで、1つのCroakにクローズアップすることができ、そのまま教師ラベリングに使用できる。
続けて、スペクトログラムにメルフィルタバンクを適用しメルスペクトログラム画像を作成した。メル尺度によっ
て高周波数滞が強調され、対象種の音声が環境音から判別しやすくなった（図 2右）。

図 1　調査地および録音地点（左）と機材設置風景（右）
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2.3 深層学習の構築
　学習用データ数によるモデル精度や感度を明らかにするため、在データ、不在データからそれぞれ、100, 200, 
300画像を選択し、教師ラベリングした。いずれもうち 8割を学習用、 2割を検証用データに分割した。さらに
過学習防止のため、学習エポックごとに入力の20%を棄却した場合も比較した。本研究では、入力層と 2つの中
間層（ 2次元畳み込み層）、出力層からなるニューラルネットワークを構築した。活性化関数は中間層でrelu関数、
出力層でsoftmax関数、最適化にはRMSpropアルゴリズムを用いた。また構築した学習済モデルを別の日に記録
された音源データ101画像に適用し、精度を評価した。

3．結果と考察
　教師ラベリングが在・不在クラスでそれぞれ100画像ずつ、200画像ずつ、300画像ずつ（すなわち計200, 400, 
600画像の教師データ）の学習済モデルの精度を評価した結果を表 1に示す。適合率と再現率の調和平均を表す
F1スコアでは、ラベリング数が200画像のものが最も高かった。次に各ラベリング数、正答率および損失関数の
学習過程における推移値を図 3に示す。ラベリング数が200および300画像の場合、学習用データを入れたときの
損失関数は低減しているが、検証用データを入れると誤差が拡大している（図 3（b）,（c））。したがって、過学習
が起きていると判断された。

　表 1　モデルの検証結果

ラベリング数※ 正解率 適合率 再現率 F1スコア
100・100 0.90 1.00 0.81 0.89
200・200 0.94 0.92 0.95 0.93
300・300 0.93 0.96 0.88 0.92

※ラベリング数はそれぞれ在ラベルと不在ラベルの数

図 2　 1 秒区間における対象種の音声スペクトログラム（左）およびメルスペクトログラム（右）。 4つ連続している
縦長の爪痕のようなものが対象種の1 Croakに相当する。メル尺度を用いることで明瞭化された

(a) ラベリング数 100 (b) ラベリング数 200

(c) ラベリング数 300 (d) ラベリング数 300 棄却率 20%

　そこでラベリング数300画像において、過学習防止として入力データ棄却率を20%に設定した場合、正答率・
適合率・再現率・F1スコアはそれぞれ0.89, 0.93, 0.85, 0.89となった。いずれの指標も過学習を許容した場合より
も低減した。しかし、損失関数は学習エポックを経るごとに減少しており（図 3（d））、汎化能力の高い分類器で
あるといえた。
　棄却率を考慮したラベリング数300画像の学習済モデルを未知音源データ（ 1秒区間101画像）に適用した。その
結果正解率は約86%と高い値を示した。しかし予測に用いた学習済モデルは、学習エポックが12回で終了してお
り、学習用データでの正答率も100%まで到達しているわけではない（図 3（d））。教師データの数を増やすと同時
に、他の日付や他の場所における音源でも予測を試み検証する必要がある。もう一つの問題点として、外来カエ
ルは新規定着地では生息密度が低く、鳴き声を取りづらいという欠点がある。カエル音源は最も学習しやすい鳴
き声のひとつであるため、教師データの不足を他の学習済モデルから転移することで補うことを今後の課題とし
たい。

4．おわりに
　本研究では、畳み込みニューラルネットワークによる対象種Croakのメルスペクトログラム画像分類を実施し
た。対象種は多くの場合 1つのCroakが 1 秒区間に相当するため、 1秒区間に区切ったメルスペクトログラムか
ら教師ラベリングを実施するだけで、学習・評価を実施することができた。学習済モデルの精度も高く、今後の
作業の簡便化が期待される。

謝辞
　本研究の実施にあたり、石狩土地改良区、しのつ中央土地改良区、新えにわ土地改良区、新えべつ土地改良区、
長沼町役場、北海土地改良区、の皆様には現地機材設置の確認や見回り等、多大なご協力とご助言を賜りました。
本研究は、一般社団法人土地改良建設協会「2022年度国営事業地区等フィールド調査学生支援事業」による支援
を受けました。ここに記して感謝の意を表します。

(a) ラベリング数 100 (b) ラベリング数 200

(c) ラベリング数 300 (d) ラベリング数 300 棄却率 20%

図 3　 学習過程における正答率と損失関数の推移。横軸は学習エポック。教師ラベリング画像数がそれぞれ100（a）、200（b）、300（c）であり、
いずれも過学習を許容している。（d）は過学習防止用に棄却率20%を導入した教師ラベリング画像数300の学習過程。train acc、valid 
accはそれぞれ学習用および検証用データを用いた正答率、train loss、valid lossはそれぞれ学習用および検証用データを用いた損
失関数の値
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も低減した。しかし、損失関数は学習エポックを経るごとに減少しており（図 3（d））、汎化能力の高い分類器で
あるといえた。
　棄却率を考慮したラベリング数300画像の学習済モデルを未知音源データ（ 1秒区間101画像）に適用した。その
結果正解率は約86%と高い値を示した。しかし予測に用いた学習済モデルは、学習エポックが12回で終了してお
り、学習用データでの正答率も100%まで到達しているわけではない（図 3（d））。教師データの数を増やすと同時
に、他の日付や他の場所における音源でも予測を試み検証する必要がある。もう一つの問題点として、外来カエ
ルは新規定着地では生息密度が低く、鳴き声を取りづらいという欠点がある。カエル音源は最も学習しやすい鳴
き声のひとつであるため、教師データの不足を他の学習済モデルから転移することで補うことを今後の課題とし
たい。

4．おわりに
　本研究では、畳み込みニューラルネットワークによる対象種Croakのメルスペクトログラム画像分類を実施し
た。対象種は多くの場合 1つのCroakが 1 秒区間に相当するため、 1秒区間に区切ったメルスペクトログラムか
ら教師ラベリングを実施するだけで、学習・評価を実施することができた。学習済モデルの精度も高く、今後の
作業の簡便化が期待される。
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失関数の値
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WRFモデルを用いた八郎潟干拓による
流域気象環境の変化推定

秋田県立大学　生物資源科学部　アグリビジネス学科　佐藤　友哉
　（現在　東北農政局　勤務）
指導教員　増本　隆夫　教授

1．研究の背景と目的
　食糧増産を目的に八郎潟干拓事業が完成して50余年が経つが、その事業効果は経済評価が主で、周辺環境への
影響は明らかにされていない。ここでは、WRFモデル（Weather Research and Forecasting model）を使用し、
八郎湖の干拓前の湖の状態、湖が陸地になり水田として利用されている現在、将来水田が畑地になったと推定し
た状態、すなわち、八郎湖流域での土地利用が大きく変化するときの気象や水循環の変化を検討する。具体的に
は、各土地利用での流域内における気温、雲の発生、降水量、流量などの環境変化をシミュレートし、干拓によ
る気象水文への影響を評価しようとするものである。

2．研究方法
　WRFの導入にあたっては、次の段階を踏んだ。すなわち、①米国NCARが開発しているWRFのWSへの導入、
②ダウンスケーリングのための領域決定、③ 5つの物理パラメーターの決定、④解析期間の決定、⑤ダウンスケー
リングの実施、⑥土地利用条件による周辺の気象水文変化量の分析である。②については、図 1のd01（解像度
20km）、d02（同5km）、d03（同1km）の 3つの領域を計算領域とし、その中でも八郎湖流域全域（894.3km2）を含む
範囲d03をダウンスケールのための最終的な対象領域とした。③の 5種のパラメーターの 1つは固定し、複数の
スキームが用意されている 4つのパラメーターは計算条件に適する設定を 2、 3スキーム抽出した後、重要度順
に、 1つずつ観測値と比較して誤差が最小となるよう決定した。④の解析期間は、多雪かつ洪水年の2022年、大
渇水年の1994年ならびに小渇水年の2019年と決定した。なお、⑥に関しては、干拓地（現在）状態、干拓前の湖の
状態、水田が全て畑地化した状況を組み入れる予定であったがデータセットの準備が困難であったため、干拓地
は現在の干拓地の中心、かつての湖は残留湖の中心やその周辺地域を代替させて影響評価に用いた。また、畑地
化についても同様である。
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図 1　WRFによるダウンスケールの過程
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図 2　対象流域における土地利用変化の代替と評価地点

3．結果と考察
　パラメーターに関して、雲微物理はWSM6、大気境界層はMYNN3、地表.陸面はMNMLSM･Niu、積雲は
KF･Alapaty（d03のみ適用なし）を採用した。比較対象は八郎湖流域とし、図 2のように、全面湖面の代わりに
番号 1で示す残留湖の中心やその周辺地域、すなわち湖近傍 2、周辺山間部 3で代替させた。一方、干拓後の農
地と干拓地近傍、周辺山間部をそれぞれ赤丸 4、 5、 6で代替させた。次に、解析期間の中から2022年 1 月、
2022年の 8月、1994年の 6月、 7月を取り出して湖面の中心、干拓地の中心、湖面付近の陸地、干拓地付近の陸
地、豊川上流、三種川上流の 6つの代表地点の気象環境を比較した。
　大雪であった2022年 1 月の推定結果を示したのが表 1である。まず、湖面では降水量と相対湿度が干拓農地と
比較して大きくなっている。これは湖面上の湿度が高く風速は小さいため、降水量が大きくなるためと考えた。
一方、山間部では、干拓地中心での降水量が湖面に比べて小さくなるため、その近辺や山間部では降水量、湿度
が増加し、湖の近傍や山側ではそれらが減少していることが分かる。これは、陸地の大気が温まりやすく、場の
乱れとともに大きな風速により、積雲が東へ移動するため干拓地内では降水量が少なくなるためと考察した。
　さらに、大雨が発生した2022年 8 月の結果（表 2）を見ると、湖面は降水量、相対湿度が高く、陸地は気温で大
差ないが風速が大きいという大雪の月と同様の傾向がみられた。降水量は湖面上で大、干拓地上で小、干拓地近
傍と山間部で増加、湖面近傍と山間部で減小傾向になっている。さらに、渇水の2019年 7 月の結果を見ると、湖
面の気温がわずかながら高く降水量は小さい。これはこの月が冷夏であり、湿度の高い気団が山側に移動してし
まったため湖面付近に雨雲ができにくかったと推測できる。また、干拓地の降水量が湖面より多いのは、上昇気
流が発生し、雨雲ができやすかったためであろうと推察した。
　以上の結果から土地利用変化が起こった時の将来的な気象環境の変化について類推を行った。まず、洪水年で
は、低平部の湖面上の風速、気温の低下に伴って降水が発生し、山間部ではそれにより降水量が減少する。干拓
後は低平部の風速、気温が上昇し降水量の減少、山間部では降水量の増加がみられると予測できる。特に冬季で
は積雪の増大によって水資源量の増加につながる。これが干拓による環境へのプラスの効果だと考えられる。し
かし、その反面土砂崩れなどの災害増加の懸念もある。次に、渇水年では、干拓前の湖での低平部における降水
量が減少、そのため山間部の降水量が増加する。干拓後の低平部は気温が上昇し、大気の上昇は発生するものの、
湿度が低いため降水量の発生は少なく、山側への大気移動が少なくなり、上昇気流によって降水量が減少する。
さらに、水田の畑地化による気象環境変化に関しては、洪水年は特に変化しないと考えられるが、渇水年では、
水田の場合灌漑水によって湿度上昇があるものの、畑地化の場合灌漑は少なく、陸地増加したため、気温風速の
上昇、蒸発散量の減少が推測される。

表 1　2022年 1 月（大雪）の推定結果

2022年 1 月 月平均
気温（℃）

月積算
降水量（mm）

月平均
風速（m/s）

月平均
相対湿度（％）

月平均風向き
（16方角）

湖面の中心 0.1 305  7.1 84% 西北西

湖面付近の陸地 0.5 306  8.1 83% 西北西

豊川上流 －1.1 323  4.7 89% 西北西

干拓地の中心 1.0 250 10.7 78% 西北西

干拓地付近の陸地 0.6 301  9.3 79% 西北西

三種川上流 －2.5 425  6.1 96% 西北西

表 2　2022年 8 月（洪水）の推定結果

2022年 8 月 月平均
気温（℃）

月積算
降水量（mm）

月平均
風速（m/s）

月平均
相対湿度（％）

月平均風向き
（16方角）

湖面の中心 24.1 317 4.9 81% 南南西

湖面付近の陸地 24.1 323 3.4 81% 南南東

豊川上流 23.6 307 4.2 82% 南南西

干拓地の中心 24.4 287 5.4 80% 南南西

干拓地付近の陸地 24.1 276 4.7 80% 南

三種川上流 22.2 432 4.5 89% 南南西
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WRFモデルを用いた八郎潟干拓による
流域気象環境の変化推定

秋田県立大学　生物資源科学部　アグリビジネス学科　佐藤　友哉
　（現在　東北農政局　勤務）
指導教員　増本　隆夫　教授

1．研究の背景と目的
　食糧増産を目的に八郎潟干拓事業が完成して50余年が経つが、その事業効果は経済評価が主で、周辺環境への
影響は明らかにされていない。ここでは、WRFモデル（Weather Research and Forecasting model）を使用し、
八郎湖の干拓前の湖の状態、湖が陸地になり水田として利用されている現在、将来水田が畑地になったと推定し
た状態、すなわち、八郎湖流域での土地利用が大きく変化するときの気象や水循環の変化を検討する。具体的に
は、各土地利用での流域内における気温、雲の発生、降水量、流量などの環境変化をシミュレートし、干拓によ
る気象水文への影響を評価しようとするものである。

2．研究方法
　WRFの導入にあたっては、次の段階を踏んだ。すなわち、①米国NCARが開発しているWRFのWSへの導入、
②ダウンスケーリングのための領域決定、③ 5つの物理パラメーターの決定、④解析期間の決定、⑤ダウンスケー
リングの実施、⑥土地利用条件による周辺の気象水文変化量の分析である。②については、図 1のd01（解像度
20km）、d02（同5km）、d03（同1km）の 3つの領域を計算領域とし、その中でも八郎湖流域全域（894.3km2）を含む
範囲d03をダウンスケールのための最終的な対象領域とした。③の 5種のパラメーターの 1つは固定し、複数の
スキームが用意されている 4つのパラメーターは計算条件に適する設定を 2、 3スキーム抽出した後、重要度順
に、 1つずつ観測値と比較して誤差が最小となるよう決定した。④の解析期間は、多雪かつ洪水年の2022年、大
渇水年の1994年ならびに小渇水年の2019年と決定した。なお、⑥に関しては、干拓地（現在）状態、干拓前の湖の
状態、水田が全て畑地化した状況を組み入れる予定であったがデータセットの準備が困難であったため、干拓地
は現在の干拓地の中心、かつての湖は残留湖の中心やその周辺地域を代替させて影響評価に用いた。また、畑地
化についても同様である。
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図 1　WRFによるダウンスケールの過程
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図 2　対象流域における土地利用変化の代替と評価地点

3．結果と考察
　パラメーターに関して、雲微物理はWSM6、大気境界層はMYNN3、地表.陸面はMNMLSM･Niu、積雲は
KF･Alapaty（d03のみ適用なし）を採用した。比較対象は八郎湖流域とし、図 2のように、全面湖面の代わりに
番号 1で示す残留湖の中心やその周辺地域、すなわち湖近傍 2、周辺山間部 3で代替させた。一方、干拓後の農
地と干拓地近傍、周辺山間部をそれぞれ赤丸 4、 5、 6で代替させた。次に、解析期間の中から2022年 1 月、
2022年の 8月、1994年の 6月、 7月を取り出して湖面の中心、干拓地の中心、湖面付近の陸地、干拓地付近の陸
地、豊川上流、三種川上流の 6つの代表地点の気象環境を比較した。
　大雪であった2022年 1 月の推定結果を示したのが表 1である。まず、湖面では降水量と相対湿度が干拓農地と
比較して大きくなっている。これは湖面上の湿度が高く風速は小さいため、降水量が大きくなるためと考えた。
一方、山間部では、干拓地中心での降水量が湖面に比べて小さくなるため、その近辺や山間部では降水量、湿度
が増加し、湖の近傍や山側ではそれらが減少していることが分かる。これは、陸地の大気が温まりやすく、場の
乱れとともに大きな風速により、積雲が東へ移動するため干拓地内では降水量が少なくなるためと考察した。
　さらに、大雨が発生した2022年 8 月の結果（表 2）を見ると、湖面は降水量、相対湿度が高く、陸地は気温で大
差ないが風速が大きいという大雪の月と同様の傾向がみられた。降水量は湖面上で大、干拓地上で小、干拓地近
傍と山間部で増加、湖面近傍と山間部で減小傾向になっている。さらに、渇水の2019年 7 月の結果を見ると、湖
面の気温がわずかながら高く降水量は小さい。これはこの月が冷夏であり、湿度の高い気団が山側に移動してし
まったため湖面付近に雨雲ができにくかったと推測できる。また、干拓地の降水量が湖面より多いのは、上昇気
流が発生し、雨雲ができやすかったためであろうと推察した。
　以上の結果から土地利用変化が起こった時の将来的な気象環境の変化について類推を行った。まず、洪水年で
は、低平部の湖面上の風速、気温の低下に伴って降水が発生し、山間部ではそれにより降水量が減少する。干拓
後は低平部の風速、気温が上昇し降水量の減少、山間部では降水量の増加がみられると予測できる。特に冬季で
は積雪の増大によって水資源量の増加につながる。これが干拓による環境へのプラスの効果だと考えられる。し
かし、その反面土砂崩れなどの災害増加の懸念もある。次に、渇水年では、干拓前の湖での低平部における降水
量が減少、そのため山間部の降水量が増加する。干拓後の低平部は気温が上昇し、大気の上昇は発生するものの、
湿度が低いため降水量の発生は少なく、山側への大気移動が少なくなり、上昇気流によって降水量が減少する。
さらに、水田の畑地化による気象環境変化に関しては、洪水年は特に変化しないと考えられるが、渇水年では、
水田の場合灌漑水によって湿度上昇があるものの、畑地化の場合灌漑は少なく、陸地増加したため、気温風速の
上昇、蒸発散量の減少が推測される。

表 1　2022年 1 月（大雪）の推定結果

2022年 1 月 月平均
気温（℃）

月積算
降水量（mm）

月平均
風速（m/s）

月平均
相対湿度（％）

月平均風向き
（16方角）

湖面の中心 0.1 305  7.1 84% 西北西

湖面付近の陸地 0.5 306  8.1 83% 西北西

豊川上流 －1.1 323  4.7 89% 西北西

干拓地の中心 1.0 250 10.7 78% 西北西

干拓地付近の陸地 0.6 301  9.3 79% 西北西

三種川上流 －2.5 425  6.1 96% 西北西

表 2　2022年 8 月（洪水）の推定結果

2022年 8 月 月平均
気温（℃）

月積算
降水量（mm）

月平均
風速（m/s）

月平均
相対湿度（％）

月平均風向き
（16方角）

湖面の中心 24.1 317 4.9 81% 南南西

湖面付近の陸地 24.1 323 3.4 81% 南南東

豊川上流 23.6 307 4.2 82% 南南西

干拓地の中心 24.4 287 5.4 80% 南南西

干拓地付近の陸地 24.1 276 4.7 80% 南

三種川上流 22.2 432 4.5 89% 南南西
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福島県の国営かんがい排水事業地区における
水管理システムの実態分析

福島大学　農学群食農学類生産環境学コース水資源利用研究室　石本　帆乃
　（進学先　筑波大学大学院理工情報生命学術院生命地球科学研究群生物資源科学プログラム博士前期課程）

指導教員　申　文浩　教授

1．はじめに
　近年、農業者の減少や高齢化、農作物価格の低迷等の影響による土地改良区運営基盤の脆弱化、土地改良施設
の老朽化による維持管理費用の増加が懸念されており、時代に応じた農業・農村の構造変化に対応できる水管理
システムの再構築が求められている。
　組織規模や主たる土地改良事業など、地区毎の特徴がある土地改良区における水管理システムの再構築のため
には、より多くの土地改良区での実態分析による課題の検討が必要とされる。
　福島県は、2022（令和 4）年 3月末時点で、東北地方で最も地区数と組合員数が多く、農業従事者数（個人経営体）
は全国 1位、米の農業産出額は全国 4位と有数の農業県である。しかし、福島県における国営かんがい排水事業
地区を対象とした研究例は少なく、知見の蓄積が望まれる。本研究では、福島県の 2つの国営かんがい排水事業
実施した 2つの土地改良区を対象に、土地改良区の沿革から現状の課題までの実態分析により、土地改良区の存
続に向けた課題を検討する。

2．研究対象地
（1）請戸川土地改良区
　福島県相馬郡南相馬市小高区、双葉郡浪江町、双葉郡双葉町の南北に跨り、2021（令和 3）年 5月時点の地区面
積は3,859ha、組合員は4,123人である。国営かんがい排水事業「請戸川地区」で造成された土地改良施設の管理
団体として、1977（昭和52）年に設立され、1997（平成 7）年に近隣 3土地改良区と新設合併された。福島第一原子
力発電所から20kmに位置し、東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所事故発生後は、地区全域の一
時的な避難、事務所の移転を余儀なくされた。2017（平成29）年より地区への通水が再開され、全域の通水完了に
向けて復旧事業が段階的に実施されている。
（2）会津宮川土地改良区
　福島県河沼郡会津坂下町、大沼郡会津美里町、会津郡会津若松市の南北に跨り、2022（令和 4）年 4月時点の地
区面積は4,433ha、組合員は4,123人である。国営かんがい排水事業「会津宮川地区」で造成された土地改良施設
の管理団体として、1984（昭和59）年に設立され、2005（平成17）年に近隣 3土地改良区と新設合併された。造成さ
れた土地改良施設の維持管理、国営・県営事業の償還義務が主な事業である。

3．方法
1  ） 土地改良区の沿革（灌漑地区の成り立ち、国営かんがい排水事業実施の経緯、旧土地改良区の設立と合併、
土地改良区の現状）を整理するため、国営事業誌および土地改良区広報誌を用いた文献調査を実施した。
2  ） 土地改良区の運営の現状を把握するため、土地改良区職員への聞き取り調査、通常総代会議案書、土地改良
区広報誌を用いた文献調査を実施した。

4．今後の課題
　土地利用変化の気象環境への影響は代替法により簡易的に推定したため、現在干拓前の湖面状態（220km2全て
湖）、全農地の畑地化のデータセット（ただし、畑地と水田の明確な違いを表現できるようにはなっていない）を
用意してWRFの適用を行っている。その結果を利用して、前述の土地利用変化により想定できる環境変化の実
証としたい。また、今後はWRFによる長期間の連続計算の実施、ならびに、WRFによる気象要素の出力データ
を分布型水循環モデル（DWCM-AgWU）へ入力し、地表・地下における水循環の変化の推定を行う予定である。
なお、本研究にあたっては東北農政局西奥羽調査管理事務所、同局八郎潟農業水利事業所、大潟土地改良区、加
えて岡山大学辻本久美子助教等の支援を受けたことをここに記して感謝の意を表す。

3  ） 土地改良施設の維持管理の現状を把握するため、土地改良施設の維持管理を担う土地改良区職員と約 2週間
行動を共にし、維持管理作業への同行，土地改良区に関する聞き取り調査を実施した。

4．結果と考察
1 ） 両土地改良区の沿革
　縄文・弥生時代に稲作が伝わり、稲作中心の農業が展開されている。中世から近世にかけて堰や用水路など現
在の土地改良施設の基盤が構築された。河川やため池を水源としていたが、流量が乏しく、恒常的な水不足から
農業用水の安定確保が課題であった。これにより国営かんがい排水事業が申請され、県営付帯事業と合わせて農
業用ダムの造成による水源確保と取水施設の統合、その他土地改良施設の整備による水利用の合理化が図られた。
　2022（令和 4）年、造成施設の多くが耐用年数を迎え更新事業が必要とされている。
2） 土地改良区の運営面での課題
　地区面積・組合員の減少により、国営かんがい排水事業（一般型）の実施要件である3,000haを下回ることでの
次期事業実施、運営費の減収などが懸念されている（図 1）。
　請戸川土地改良区では、2011（平成23）年以降、賦課金は東京電力による損害賠償金や関係市町村の補助金によ
る補填が必要とされている。町の復興事業による農地転用も重なり、数値上の地区面積・組合数と実情との乖離
が生じている。一方で、会津宮川土地改良区では、耕作放棄地や財産放棄を要因とする未収賦課金による運営費
の減収が生じている。これにより、組織規模の維持が課題となっている。
3） 土地改良施設の維持管理面での課題
　土地改良施設の維持管理は、土地改良区職員による基幹的な施設の操作などの中枢的な管理と、組合員による
その他施設の日常点検、環境整備などの末端的な委託管理で実施される。しかし、組合員の高齢化、減少により
委託管理が実現されず、土地改良区職員による代替的な維持管理が求められ、維持管理体制の脆弱化が懸念され
ている。請戸川土地改良区は、営農再開後、委託分の土地改良施設において、帰還者が少数のため職員が代替的
に管理をせざるを得ない。会津宮川土地改良区では、概ね委託管理体制が成立しているが、一部で組合員からの
申し出により土地改良区の直轄管理となっている地域があり、土地改良区職員への負担増加が懸念されている。
これにより、少人数かつ省力的な維持管理体制の構築が課題となっている。
4） 考察
　土地改良区は、地区の農業の保持と持続的な発展のために、新規・更新の土地改良事業の実施や限られた水資
源の安定的な供給の役割を果たしている。また、ダムにおける地区の洪水調整機能の保持など農業に限らない役
割も持ち始めていおり、土地改良区は地区にとって必要な存在であり、土地改良区が機能を最大限発揮するため
には、使い手である組合員の協力と関係行政による支援が重要である。

図 1　両土地改良区における合併以降の地区面積と組合員の推移
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福島県の国営かんがい排水事業地区における
水管理システムの実態分析

福島大学　農学群食農学類生産環境学コース水資源利用研究室　石本　帆乃
　（進学先　筑波大学大学院理工情報生命学術院生命地球科学研究群生物資源科学プログラム博士前期課程）

指導教員　申　文浩　教授

1．はじめに
　近年、農業者の減少や高齢化、農作物価格の低迷等の影響による土地改良区運営基盤の脆弱化、土地改良施設
の老朽化による維持管理費用の増加が懸念されており、時代に応じた農業・農村の構造変化に対応できる水管理
システムの再構築が求められている。
　組織規模や主たる土地改良事業など、地区毎の特徴がある土地改良区における水管理システムの再構築のため
には、より多くの土地改良区での実態分析による課題の検討が必要とされる。
　福島県は、2022（令和 4）年 3月末時点で、東北地方で最も地区数と組合員数が多く、農業従事者数（個人経営体）
は全国 1位、米の農業産出額は全国 4位と有数の農業県である。しかし、福島県における国営かんがい排水事業
地区を対象とした研究例は少なく、知見の蓄積が望まれる。本研究では、福島県の 2つの国営かんがい排水事業
実施した 2つの土地改良区を対象に、土地改良区の沿革から現状の課題までの実態分析により、土地改良区の存
続に向けた課題を検討する。

2．研究対象地
（1）請戸川土地改良区
　福島県相馬郡南相馬市小高区、双葉郡浪江町、双葉郡双葉町の南北に跨り、2021（令和 3）年 5月時点の地区面
積は3,859ha、組合員は4,123人である。国営かんがい排水事業「請戸川地区」で造成された土地改良施設の管理
団体として、1977（昭和52）年に設立され、1997（平成 7）年に近隣 3土地改良区と新設合併された。福島第一原子
力発電所から20kmに位置し、東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所事故発生後は、地区全域の一
時的な避難、事務所の移転を余儀なくされた。2017（平成29）年より地区への通水が再開され、全域の通水完了に
向けて復旧事業が段階的に実施されている。
（2）会津宮川土地改良区
　福島県河沼郡会津坂下町、大沼郡会津美里町、会津郡会津若松市の南北に跨り、2022（令和 4）年 4月時点の地
区面積は4,433ha、組合員は4,123人である。国営かんがい排水事業「会津宮川地区」で造成された土地改良施設
の管理団体として、1984（昭和59）年に設立され、2005（平成17）年に近隣 3土地改良区と新設合併された。造成さ
れた土地改良施設の維持管理、国営・県営事業の償還義務が主な事業である。

3．方法
1  ） 土地改良区の沿革（灌漑地区の成り立ち、国営かんがい排水事業実施の経緯、旧土地改良区の設立と合併、
土地改良区の現状）を整理するため、国営事業誌および土地改良区広報誌を用いた文献調査を実施した。
2  ） 土地改良区の運営の現状を把握するため、土地改良区職員への聞き取り調査、通常総代会議案書、土地改良
区広報誌を用いた文献調査を実施した。

4．今後の課題
　土地利用変化の気象環境への影響は代替法により簡易的に推定したため、現在干拓前の湖面状態（220km2全て
湖）、全農地の畑地化のデータセット（ただし、畑地と水田の明確な違いを表現できるようにはなっていない）を
用意してWRFの適用を行っている。その結果を利用して、前述の土地利用変化により想定できる環境変化の実
証としたい。また、今後はWRFによる長期間の連続計算の実施、ならびに、WRFによる気象要素の出力データ
を分布型水循環モデル（DWCM-AgWU）へ入力し、地表・地下における水循環の変化の推定を行う予定である。
なお、本研究にあたっては東北農政局西奥羽調査管理事務所、同局八郎潟農業水利事業所、大潟土地改良区、加
えて岡山大学辻本久美子助教等の支援を受けたことをここに記して感謝の意を表す。

3  ） 土地改良施設の維持管理の現状を把握するため、土地改良施設の維持管理を担う土地改良区職員と約 2週間
行動を共にし、維持管理作業への同行，土地改良区に関する聞き取り調査を実施した。

4．結果と考察
1 ） 両土地改良区の沿革
　縄文・弥生時代に稲作が伝わり、稲作中心の農業が展開されている。中世から近世にかけて堰や用水路など現
在の土地改良施設の基盤が構築された。河川やため池を水源としていたが、流量が乏しく、恒常的な水不足から
農業用水の安定確保が課題であった。これにより国営かんがい排水事業が申請され、県営付帯事業と合わせて農
業用ダムの造成による水源確保と取水施設の統合、その他土地改良施設の整備による水利用の合理化が図られた。
　2022（令和 4）年、造成施設の多くが耐用年数を迎え更新事業が必要とされている。
2） 土地改良区の運営面での課題
　地区面積・組合員の減少により、国営かんがい排水事業（一般型）の実施要件である3,000haを下回ることでの
次期事業実施、運営費の減収などが懸念されている（図 1）。
　請戸川土地改良区では、2011（平成23）年以降、賦課金は東京電力による損害賠償金や関係市町村の補助金によ
る補填が必要とされている。町の復興事業による農地転用も重なり、数値上の地区面積・組合数と実情との乖離
が生じている。一方で、会津宮川土地改良区では、耕作放棄地や財産放棄を要因とする未収賦課金による運営費
の減収が生じている。これにより、組織規模の維持が課題となっている。
3） 土地改良施設の維持管理面での課題
　土地改良施設の維持管理は、土地改良区職員による基幹的な施設の操作などの中枢的な管理と、組合員による
その他施設の日常点検、環境整備などの末端的な委託管理で実施される。しかし、組合員の高齢化、減少により
委託管理が実現されず、土地改良区職員による代替的な維持管理が求められ、維持管理体制の脆弱化が懸念され
ている。請戸川土地改良区は、営農再開後、委託分の土地改良施設において、帰還者が少数のため職員が代替的
に管理をせざるを得ない。会津宮川土地改良区では、概ね委託管理体制が成立しているが、一部で組合員からの
申し出により土地改良区の直轄管理となっている地域があり、土地改良区職員への負担増加が懸念されている。
これにより、少人数かつ省力的な維持管理体制の構築が課題となっている。
4） 考察
　土地改良区は、地区の農業の保持と持続的な発展のために、新規・更新の土地改良事業の実施や限られた水資
源の安定的な供給の役割を果たしている。また、ダムにおける地区の洪水調整機能の保持など農業に限らない役
割も持ち始めていおり、土地改良区は地区にとって必要な存在であり、土地改良区が機能を最大限発揮するため
には、使い手である組合員の協力と関係行政による支援が重要である。

図 1　両土地改良区における合併以降の地区面積と組合員の推移
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　稲作主体の両地区において、国内における稲作が置かれる消費量の減少、買取価格の下落などの厳しい状況に
よる影響、農業従事者の高齢化・減少、農地転用の増加などの影響を受け、組合員の賦課金による自主財源の確
保（運営面）、組合員との維持管理体制の保持（維持管理面）が喫緊の課題である。
　地区面積・組合員共に減少傾向にある状況下で、土地改良区の自主財源である賦課金額の値上げは現実的では
ないが、高度化に伴う土地改良施設の維持管理費の増嵩、土地改良区職員の維持管理上の負担軽減のため、応急
対策として運営費・維持管理費への関係行政の支援の拡充が必要であると考えられる。しかし、水管理システム
の再構築を検討する上では、行政による支援の拡充では十分でない。そのため、土地改良区だけでなく、関係行
政との連携による構造の変革が重要である。具体的には土地改良区の自主財源の拡充、関係行政間および土地改
良区との連携の強化である。
　土地改良区は、主たる自主財源を賦課金としているが、未収賦課金の存在や組合員からの徴収が不可能である
ことから、地区の農産物を販売する機能を併設するなどの新しい自主財源を検討する必要がある。
　土地改良区の組合員の多くは農業者が占め、土地改良区の存続には農業の存続が密接に関わっているが、古く
から稲作主体であった両地区において、65歳以上の農業者が 6割以上を占めることから、稲作主体からの農業政
策に応じた生産の急転換は現実的ではなく、農業政策方針との乖離は否めないため、臨機応変な行政による対応
が求められる。
　また、請戸川土地改良区において、組合員（帰還者）の確保が課題となっているように、同時に、農業者は地区
（関係市町村）の生活者でもあるため、関係行政は農業政策だけでなくまちづくりと並行して検討する必要がある。

5．おわりに
　背景の異なる 2つの土地改良区から共通する喫緊の課題として、組合員の賦課金による自主財源の確保、組合
員との維持管理体制の保持がある。これらの課題は、地区面積・組合員の減少に起因し、背景には国内の農業の
脆弱化が密接に関係している。水管理システムの再構築のためには、土地改良区自体が自主財源を拡充すること
で関係行政への少ない負担で土地改良事業を実施し、農業者（生活者）の確保のために関係行政間の連携を強化す
ることが必要である。
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援を受けました。福島大学農学群食農学類生産環境学コースの申文浩教授にご指導頂きました。請戸川土地改良
区職員、会津宮川土地改良区職員の皆様には、現地調査へのご協力、多数の資料のご提供を頂きました。ここに
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大規模畑地灌漑地区における
従量制水利費賦課方式の節水効果

筑波大学大学院生命地球環境科学研究群　生物資源科学学位プログラム　利水環境工学研究室　2年

長谷部　紫苑
指導教員　石井　敦　教授

1．はじめに
　日本の農業用水を管理する土地改良区では、ほとんどの場合、個々の組合員の灌漑受益面積に応じて水利費を
賦課している。一方、ごく一部だが上水道料金のように、個々の農家やムラ等の灌漑ブロックごとに使用灌漑水
量を量り、それに応じて水利費を賦課する「従量制」を導入している地区もある。
　従量制水利費賦課は、農家の自主的な節水強化が期待され、実際、大規模水田灌漑地区の事例で、従量制導入
により平常時の節水効果があることが報告されている（長谷部ら（2022））。一方、大規模な畑地灌漑地区について
は、その節水効果について実証的な研究は見受けられない。畑地灌漑は用水量も少なく、もともと湿害の恐れも
あり、節水効果が小さい可能性もある。

　そこで本研究では、個別従量制を導入した大規模畑地灌漑地区である宮古土地改良区を対象に、従量制の節水
効果の有無を明らかにし、その要因を考察することを目的とした。

2．調査対象地区の水利施設と水利費賦課
2.1　水利施設
　宮古地域では、昭和62年～平成12年の国営かんがい排水事業「宮古地区」（受益面積8160ha）で地下ダム 2基（総
貯水容量3000万m3）とファームポンド（以下FP）6か所、幹線用水路が整備され、次いで平成21年度からは国営か
んがい排水事業宮古伊良部地区（受益面積9516ha）で地下ダム 2基とFP 1 か所（牧山FP）が追加され、伊良部島ま
で受益地が拡大された。作物の約 6割はサトウキビで、個々の農家は 1～ 2 haの畑地を耕作している。
　幹線用水路以下、圃場までの水利施設は、昭和60年代から始まった県営・団体営かんがい排水事業（現在まで
100地区以上）により、現在まで約 6割の農地で整備されている（表-1のⅠ［スプリンクラー方式］・Ⅱ型［給水栓
方式］）。水路はパイプラインで、給水施設の大半はスプリンクラーである。その際に積算流量計も、40a区画に
1か所ずつ設置された（現在の総数約16,000か所）。
　また、Ⅰ・Ⅱ型の末端水利施設整備までの措置として、15～20haに 1 か所、コイン投入式の給水施設が設置
された（表-1のⅢ型）。ここでは農家は軽トラック等で給水タンクを持ちよって灌漑用水を得ている。

2.2　水利費賦課方式
　Ⅰ・Ⅱ型整備済み地区では、当初から流量計はあったが、水利費は面積割り（2000円/10a）で賦課されていた。
一方、Ⅲ型のコイン式給水施設の給水単価は20円/m3で、こちらは当初から従量制水利費賦課だった。
　その後、Ⅰ・Ⅱ型の整備が拡大すると、地下ダム貯水枯渇の懸念と、Ⅲ型地区との不公平感が問題となり、令
和 2年よりⅠ・Ⅱ型地区で従量料金制水利費賦課が導入された。年間10aあたり260m3までは定額2000円で、そ
れ以上は15円/m3が賦課される。

3．従量制効果の分析方法と資料
　伊良部島の牧山FPを除く 6か所のFPについて、長期の年間使用水量と灌漑受益面積データから各年の灌漑高
を求め、FPごとに従量制導入前・後の灌漑高を比較して、従量制の節水効果を求めた。その際、もともと従量
制のⅢ型の灌漑面積比率の減少を考慮し、Ⅲ型比率の高い 1期（2002～2010年）、Ⅰ・Ⅱ型比率の高い 2期（2011
～2019年）、Ⅰ・Ⅱ型も従量制になった 3期（2020～2021年）に分けて分析した。
　FPの使用水量データは宮古土地改良区から提供していただいた。灌漑受益面積の推移は、宮古伊良部農業水
利事業所から提供していただいた、国営事業実施以降の末端水路整備事業地区の地区面積、事業終了年のデータ
を整理・集計して求めた。

4．結果と考察
4.1　1期と2期の違い：
　いずれのFP地区でも、降雨量と使用水量との間の相関があり、また、 1期の使用水量の方が小さかった。特

表 1　灌漑タイプ別の灌漑面積の推移（ha）

FP
2002年 2022年

Ⅰ・Ⅱ型 Ⅲ型 合計 Ⅰ・Ⅱ型 Ⅲ型 合計

仲尾峰  151  620  771 1331 288 1619

東山 1101  213 1314 1409 135 1544

野原岳  524  542 1066 1143 235 1378

ピンフ岳  389    0  389  953 101 1054

ミルク峰  143    0  143  271   0  271

来間  124    0  124  124   0  124

牧山  170  201  371  170 201  371

合計 2602 1576 4178 5401 960 6361

宮古伊良部農業水利事業所提供資料より作成
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　稲作主体の両地区において、国内における稲作が置かれる消費量の減少、買取価格の下落などの厳しい状況に
よる影響、農業従事者の高齢化・減少、農地転用の増加などの影響を受け、組合員の賦課金による自主財源の確
保（運営面）、組合員との維持管理体制の保持（維持管理面）が喫緊の課題である。
　地区面積・組合員共に減少傾向にある状況下で、土地改良区の自主財源である賦課金額の値上げは現実的では
ないが、高度化に伴う土地改良施設の維持管理費の増嵩、土地改良区職員の維持管理上の負担軽減のため、応急
対策として運営費・維持管理費への関係行政の支援の拡充が必要であると考えられる。しかし、水管理システム
の再構築を検討する上では、行政による支援の拡充では十分でない。そのため、土地改良区だけでなく、関係行
政との連携による構造の変革が重要である。具体的には土地改良区の自主財源の拡充、関係行政間および土地改
良区との連携の強化である。
　土地改良区は、主たる自主財源を賦課金としているが、未収賦課金の存在や組合員からの徴収が不可能である
ことから、地区の農産物を販売する機能を併設するなどの新しい自主財源を検討する必要がある。
　土地改良区の組合員の多くは農業者が占め、土地改良区の存続には農業の存続が密接に関わっているが、古く
から稲作主体であった両地区において、65歳以上の農業者が 6割以上を占めることから、稲作主体からの農業政
策に応じた生産の急転換は現実的ではなく、農業政策方針との乖離は否めないため、臨機応変な行政による対応
が求められる。
　また、請戸川土地改良区において、組合員（帰還者）の確保が課題となっているように、同時に、農業者は地区
（関係市町村）の生活者でもあるため、関係行政は農業政策だけでなくまちづくりと並行して検討する必要がある。

5．おわりに
　背景の異なる 2つの土地改良区から共通する喫緊の課題として、組合員の賦課金による自主財源の確保、組合
員との維持管理体制の保持がある。これらの課題は、地区面積・組合員の減少に起因し、背景には国内の農業の
脆弱化が密接に関係している。水管理システムの再構築のためには、土地改良区自体が自主財源を拡充すること
で関係行政への少ない負担で土地改良事業を実施し、農業者（生活者）の確保のために関係行政間の連携を強化す
ることが必要である。
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　本研究は、一般社団法人土地改良建設協会「2022年度国営事業地区等フィールド調査学生支援事業」による支
援を受けました。福島大学農学群食農学類生産環境学コースの申文浩教授にご指導頂きました。請戸川土地改良
区職員、会津宮川土地改良区職員の皆様には、現地調査へのご協力、多数の資料のご提供を頂きました。ここに
記して、深謝の意を表します。
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1．はじめに
　日本の農業用水を管理する土地改良区では、ほとんどの場合、個々の組合員の灌漑受益面積に応じて水利費を
賦課している。一方、ごく一部だが上水道料金のように、個々の農家やムラ等の灌漑ブロックごとに使用灌漑水
量を量り、それに応じて水利費を賦課する「従量制」を導入している地区もある。
　従量制水利費賦課は、農家の自主的な節水強化が期待され、実際、大規模水田灌漑地区の事例で、従量制導入
により平常時の節水効果があることが報告されている（長谷部ら（2022））。一方、大規模な畑地灌漑地区について
は、その節水効果について実証的な研究は見受けられない。畑地灌漑は用水量も少なく、もともと湿害の恐れも
あり、節水効果が小さい可能性もある。

　そこで本研究では、個別従量制を導入した大規模畑地灌漑地区である宮古土地改良区を対象に、従量制の節水
効果の有無を明らかにし、その要因を考察することを目的とした。

2．調査対象地区の水利施設と水利費賦課
2.1　水利施設
　宮古地域では、昭和62年～平成12年の国営かんがい排水事業「宮古地区」（受益面積8160ha）で地下ダム 2基（総
貯水容量3000万m3）とファームポンド（以下FP）6か所、幹線用水路が整備され、次いで平成21年度からは国営か
んがい排水事業宮古伊良部地区（受益面積9516ha）で地下ダム 2基とFP 1 か所（牧山FP）が追加され、伊良部島ま
で受益地が拡大された。作物の約 6割はサトウキビで、個々の農家は 1～ 2 haの畑地を耕作している。
　幹線用水路以下、圃場までの水利施設は、昭和60年代から始まった県営・団体営かんがい排水事業（現在まで
100地区以上）により、現在まで約 6割の農地で整備されている（表-1のⅠ［スプリンクラー方式］・Ⅱ型［給水栓
方式］）。水路はパイプラインで、給水施設の大半はスプリンクラーである。その際に積算流量計も、40a区画に
1か所ずつ設置された（現在の総数約16,000か所）。
　また、Ⅰ・Ⅱ型の末端水利施設整備までの措置として、15～20haに 1 か所、コイン投入式の給水施設が設置
された（表-1のⅢ型）。ここでは農家は軽トラック等で給水タンクを持ちよって灌漑用水を得ている。

2.2　水利費賦課方式
　Ⅰ・Ⅱ型整備済み地区では、当初から流量計はあったが、水利費は面積割り（2000円/10a）で賦課されていた。
一方、Ⅲ型のコイン式給水施設の給水単価は20円/m3で、こちらは当初から従量制水利費賦課だった。
　その後、Ⅰ・Ⅱ型の整備が拡大すると、地下ダム貯水枯渇の懸念と、Ⅲ型地区との不公平感が問題となり、令
和 2年よりⅠ・Ⅱ型地区で従量料金制水利費賦課が導入された。年間10aあたり260m3までは定額2000円で、そ
れ以上は15円/m3が賦課される。

3．従量制効果の分析方法と資料
　伊良部島の牧山FPを除く 6か所のFPについて、長期の年間使用水量と灌漑受益面積データから各年の灌漑高
を求め、FPごとに従量制導入前・後の灌漑高を比較して、従量制の節水効果を求めた。その際、もともと従量
制のⅢ型の灌漑面積比率の減少を考慮し、Ⅲ型比率の高い 1期（2002～2010年）、Ⅰ・Ⅱ型比率の高い 2期（2011
～2019年）、Ⅰ・Ⅱ型も従量制になった 3期（2020～2021年）に分けて分析した。
　FPの使用水量データは宮古土地改良区から提供していただいた。灌漑受益面積の推移は、宮古伊良部農業水
利事業所から提供していただいた、国営事業実施以降の末端水路整備事業地区の地区面積、事業終了年のデータ
を整理・集計して求めた。

4．結果と考察
4.1　1期と2期の違い：
　いずれのFP地区でも、降雨量と使用水量との間の相関があり、また、 1期の使用水量の方が小さかった。特

表 1　灌漑タイプ別の灌漑面積の推移（ha）

FP
2002年 2022年

Ⅰ・Ⅱ型 Ⅲ型 合計 Ⅰ・Ⅱ型 Ⅲ型 合計

仲尾峰  151  620  771 1331 288 1619

東山 1101  213 1314 1409 135 1544

野原岳  524  542 1066 1143 235 1378

ピンフ岳  389    0  389  953 101 1054

ミルク峰  143    0  143  271   0  271

来間  124    0  124  124   0  124

牧山  170  201  371  170 201  371

合計 2602 1576 4178 5401 960 6361

宮古伊良部農業水利事業所提供資料より作成
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に 1期でⅢ型比率の高かった仲尾峰FPと野原岳FP（図-1）では、 1期と 2期の灌漑高の差がより大きかった。要
因として、Ⅲ型が用水単価の高い従量料金制であること、タンクでの給水に手間がかかることが考えられる。
4.2　2期と3期の違い
　 3期の灌漑高を 2期の降雨量～灌漑高の近似直線と比較したところ、いずれも50～100mm程度（平均年間灌漑
高の 2割程度）少ない結果となった。これは、従量制導入の効果と考えられる。効果があった要因として、超過

料金単価（用水ポンプ電気代をもとに設定）が15円/m3と高額ということがある。この単価のため、50～100mm程
度の節水でも750～1500円/10a、平均的な経営規模1haの農家では7500～15000円程度になり、農家の節水行動に
つながったのだろう。
4.3　従量制水利費の効果と費用
　灌漑地区全体で見ると50～100mmの節水は、現在の灌漑面積5000haでも250～500万m3、計画灌漑面積約9500ha
では450～900万m3となり、地下ダムの有効貯水容量約2500万m3に対して水源維持の効果はある。
　問題は量水計導入・維持のコストで、設置費は 1か所あたり約40万円、更新期間は20年程度、年間10aあたり
約5000円になる。他地区で導入する場合は、このコストと水源保全効果等とを比較検討する必要がある。

付記：本稿の詳細については、2023年度農業農村工学会大会講演会で発表する予定です。

謝辞
　本研究にあたって、土地改良建設協会、沖縄総合事務局農村振興課、宮古伊良部農業水利事業所、宮古土地改
良区の皆様には、多大なご助言ご協力をいただきました。記して謝意を表します。
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長谷部紫苑，石井敦：水田灌漑地区における従量制賦課方式によるダム貯水量の温存効果，農業農村工学会大会講演要旨集，2022
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水稲の低水温害抑制のための水管理法が
水田の水温分布に与える影響について
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　（進学先　東京大学大学院農学生命科学研究科修士課程）
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1．研究の背景と目的
　北海道や東北など寒冷地における水稲作では、田面水が低水温になることで収量が低下するイネの低水温害が
問題となっている。この対策の一つとして、夜間・早朝灌漑が推奨され、広く実施されている。この灌漑方法は、
田面水と灌漑水の温度差が小さい時間帯に灌漑することで、低温の用水の流入に伴う田面水温低下を抑制する方
法である。一方で、この灌漑方法は、特定の時間帯への水需要の集中によって、地域の水利用に問題を生じさせ
る可能性がある。そのため、現場の水田では、利用可能な水資源（水量・水温）の制約下で収量を最大限に増加さ
せる効果的な水管理の実施が求められる。これには、灌漑条件（強度・時間帯・頻度等）の違いが水田水温に与え
る影響の解明と、これに基づく効果予測が必要である。このための基礎情報の収集を目的として、本研究では、
低水温害が問題となる水田を対象に現地調査と数値実験を実施し、灌漑の時間帯・頻度が水田水温分布に与える
影響について調べた。

2．研究方法
2.1 現地調査
　現地調査は、福島県南会津町の
水田（ 3枚）において実施した。こ
の地区の水稲生育初期（ 5月下旬
から 6月中旬）の用水温は10～
15℃と低く、管理農家によれば低
水温害がたびたび生じているとの
ことであった。この圃場において、
生育初期の 6 / 1 から収穫直前の
9 /23を対象に、用水路の水温、圃場内 8ヶ所（水口から水尻）の水温、気象条件（温湿度・日射・風速）、圃場の
水位を測定した（図 1）。また、これらの測定値から、蒸発散量、浸透量、灌漑条件（水量・時間帯）を算出した。
2.2 数値実験
　数値実験には、Nishida et al.（2020）のモデルを用いた。このモデルは、田面水―大気間と水稲―大気間の鉛直
方向の熱交換を表すKondo and Watanabe（1992）のモデルに、水管理に伴う水平方向の熱移流と田面水の熱貯留
を表現する項を加えたモデルである。田面水、水稲、土壌の熱収支式と田面水の水収支式を同時に解くことで、
水温・稲体・地温分布が計算される。
　このモデルを用いて以下の計算を行った。
　まず、このモデルに、現地調査で取得した水管理条件（灌漑強度・時間帯）・圃場条件（浸透量・大きさ）・気象
条件・初期条件（水温・地温・水位）を入力し、水温分布の時間変化を計算した。計算は、 6 / 1 ~ 6 / 5 の 5 日間
を対象に実施した。この結果と実測値を比較することでモデルの精度を検証した。
　次に、上記と同一対象期間・気象・圃場・初期条件・総灌漑水量の下で、 1）灌漑時間帯、 2）灌漑頻度（強度）
を変えた場合の水温分布に与える影響を調べた。 1）では、毎日昼間灌漑と毎日夜間灌漑の 2条件、 2）では、常
時灌漑、毎日夜間灌漑、隔日夜間灌漑の 3条件で水温変化を計算し、各条件の期間平均水温分布を比較した。

3．結果と考察
3.1 実測と計算水温の時間変化の比較　
　図 2に、実測水温と計算水温の経時変化を示す。実測・計算水温共に、水口に近いほど水温は低温となり、低
温の用水の灌漑に伴う田面水の水温低下が見られた。実測水温と計算水温のRMSEは2.5℃であった。同一モデ
ルを使用したNishida et al.（2020）による登熟期の水温予測精度（RMSE：0.98℃）と比べ精度は低かったが、本研

図 1　圃場と測定地点の模式図（★が水温計の設置場所，●が水位計の設置場所）
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に 1期でⅢ型比率の高かった仲尾峰FPと野原岳FP（図-1）では、 1期と 2期の灌漑高の差がより大きかった。要
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　問題は量水計導入・維持のコストで、設置費は 1か所あたり約40万円、更新期間は20年程度、年間10aあたり
約5000円になる。他地区で導入する場合は、このコストと水源保全効果等とを比較検討する必要がある。

付記：本稿の詳細については、2023年度農業農村工学会大会講演会で発表する予定です。

謝辞
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低水温害が問題となる水田を対象に現地調査と数値実験を実施し、灌漑の時間帯・頻度が水田水温分布に与える
影響について調べた。

2．研究方法
2.1 現地調査
　現地調査は、福島県南会津町の
水田（ 3枚）において実施した。こ
の地区の水稲生育初期（ 5月下旬
から 6月中旬）の用水温は10～
15℃と低く、管理農家によれば低
水温害がたびたび生じているとの
ことであった。この圃場において、
生育初期の 6 / 1 から収穫直前の
9 /23を対象に、用水路の水温、圃場内 8ヶ所（水口から水尻）の水温、気象条件（温湿度・日射・風速）、圃場の
水位を測定した（図 1）。また、これらの測定値から、蒸発散量、浸透量、灌漑条件（水量・時間帯）を算出した。
2.2 数値実験
　数値実験には、Nishida et al.（2020）のモデルを用いた。このモデルは、田面水―大気間と水稲―大気間の鉛直
方向の熱交換を表すKondo and Watanabe（1992）のモデルに、水管理に伴う水平方向の熱移流と田面水の熱貯留
を表現する項を加えたモデルである。田面水、水稲、土壌の熱収支式と田面水の水収支式を同時に解くことで、
水温・稲体・地温分布が計算される。
　このモデルを用いて以下の計算を行った。
　まず、このモデルに、現地調査で取得した水管理条件（灌漑強度・時間帯）・圃場条件（浸透量・大きさ）・気象
条件・初期条件（水温・地温・水位）を入力し、水温分布の時間変化を計算した。計算は、 6 / 1 ~ 6 / 5 の 5 日間
を対象に実施した。この結果と実測値を比較することでモデルの精度を検証した。
　次に、上記と同一対象期間・気象・圃場・初期条件・総灌漑水量の下で、 1）灌漑時間帯、 2）灌漑頻度（強度）
を変えた場合の水温分布に与える影響を調べた。 1）では、毎日昼間灌漑と毎日夜間灌漑の 2条件、 2）では、常
時灌漑、毎日夜間灌漑、隔日夜間灌漑の 3条件で水温変化を計算し、各条件の期間平均水温分布を比較した。

3．結果と考察
3.1 実測と計算水温の時間変化の比較　
　図 2に、実測水温と計算水温の経時変化を示す。実測・計算水温共に、水口に近いほど水温は低温となり、低
温の用水の灌漑に伴う田面水の水温低下が見られた。実測水温と計算水温のRMSEは2.5℃であった。同一モデ
ルを使用したNishida et al.（2020）による登熟期の水温予測精度（RMSE：0.98℃）と比べ精度は低かったが、本研

図 1　圃場と測定地点の模式図（★が水温計の設置場所，●が水位計の設置場所）
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究においても水温の時間変化を概ね再
現できた。
3.2 灌漑時間帯の影響
　図 3に、夜間灌漑時と昼間灌漑時の
期間平均水温分布を示す。平均水温は、
水口付近（ 0～20m）では夜間灌漑の方
が昼間灌漑よりも高温であったが、そ
れよりも遠方では昼間灌漑の方が夜間
灌漑よりも高温であった。このように、
夜間灌漑は、灌漑水の流入の影響が大
きい水口付近の水温低下を防ぐ効果が
あること、水口より遠方では逆の効果
を持つことが確認された。
3.3 灌漑頻度の影響　
　図 4に、異なる灌漑頻度下の、平均水温分布
を示す。水口付近の平均水温は、高い順に隔日
夜間灌漑、毎日夜間灌漑、常時灌漑となった。
このように、灌漑頻度が少ない（灌漑強度が高
い）ほど、水口付近の水温は高くなることが確
認された。このことから、同一灌漑水量の下で
灌漑を行うのであれば、灌漑頻度は少ない方が
低水温害の抑制に効果的だと考える。

4．まとめと今後の課題
　夜間灌漑の方が昼間灌漑よりも水口付近の平
均水温の低下を抑える効果があること、同一灌
漑水量の下では灌漑頻度が少ないほど水口付近
の平均水温が高くなることが明らかになった。
水田の平均水温を高くするためには、灌漑頻度
を抑えて夜間に灌漑するのが効果的であると考
える。
　今後、様々な条件下の水田を対象に現地調査、
数値実験を継続して実施し、水口付近の水温低
下を軽減できる効果的な灌漑条件の解明に取り
組む予定である。これにより、低水温害による
収量低下を防止するための灌漑方法の解明に貢
献したいと考えている。

謝辞
　現地調査をお許しいただいた対象農家の皆様に感謝申し上げます。また、会津南部農業水利事業所において、
地区の概要および業務内容についてご説明いただき、国営事業に関する知識を得ることができました。感謝申し
上げます。

引用文献：
Kondo J, Watanabe T (1992) Studies on the bulk transfer coeffi  cients over a vegetated surface with a multilayer energy budget 
model. J Atmos Sci 49: 2183‒2199.
Nishida K, Yoshida S, Shiozawa S (2021) Numerical model to predict water temperature distribution in a paddy rice fi eld. Agric 
Water Manag 245: 106553.
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1．はじめに
　河川環境の計測には、水中での計測を含めて様々な制約があり、多大な時間やコストが必要である。例えば、
流量観測のための流速計測の方法として、国土交通省（2022）は、可搬式流速計や浮子による測定などを挙げてい
る。可搬式流速計を用いた測定法では、実際に河道内で測定する必要があるため、水深の小さい区間しか測定で
きない。また、浮子による測定は風の影響を受けたり、観測者や観測位置などによって計測誤差が生じたりする
可能性がある。これに対し、河川環境を高精度かつ自動で計測することができるようになれば、時間や労力を大
幅に削減することができる。既往の研究において、巻ら（2005）は、自律型水中ロボットを作成し、浅海域におい
て人工構造物を観測した。山上ら（2015）は、河川流速の自動計測を目標に流速計測ロボットを試作し、室内実験
水路においてテストした。しかしながら、複数の物理環境変数を同時に計測する自律型ロボットは未だに開発さ
れていない。そこで筆者は、河川環境を計測する自律型ロボットの開発の第一歩として、定点カメラによる動画
撮影と魚類検出・種判別モデルによる水中観測システムの構築を試みた。具体的には、まず室内実験により基礎
システムを構築し、魚類検出・種判別モデル構築用の画像データを集積した。続いて、撮影画像を用いて深層学
習による基礎モデルを構築して、再現性を評価するとともに、個体数計測のための基礎アルゴリズムを作成した。
そのうえで、構築した観測システムを渡良瀬川太田頭首工魚道入口に設置して実環境での適用可能性を検証した。

2．方法
2.1　室内実験
　実験室に設置したゴム製プール（300cm×200cm×75cm；図 1）内
の水深を約43cmに設定し、USBカメラ（ELP社製、暗視機能付）を入
れたガラス水槽（15cm×15cm×25cm）を水中に固定して遊泳魚を撮
影する。カメラはシングルボードコンピュータ（Rasberry Pi 4 Computer 
Model B 8GB RAM）を用いて操作し、 1分おきに10秒間撮影した動
画はDropbox API（dropbox-sdk-python）を用いて転送した。光環境
を制御するために、LEDライトを 6台設置し（図 1）、タイマー機能
により、 6時から18時までを明条件、18時から翌 6時を暗条件とした
（明暗周期＝12h：12h）。実験には、府中用水で採集した 8魚種（モツゴ、
ドジョウ、カマツカ、オイカワ、コイ、ムギツク、フナ、ヨシノボリ）
を使用した。
　撮影動画を 1フレームごとの画像に分割し、LabelImgを用いてア
ノテーションした。その際、供試個体数が種ごとに異なることから、
データ拡張ツールRobofl owを用いて学習データ
を増強し、表 1のように分割したうえで、
Ultraticsが開発したYOLOv5sにより魚類検出・
種判別モデルを構築した。魚類検出精度の評価に
は、Precision、Recall、mAP50およびmAP50-95を
使用した。
2.2　野外試験
　野外試験は渡良瀬川太田頭首工魚道上流端にお
いて実施した。具体的には、室内実験で使用した
機材（Rasberry piおよびUSBカメラ）に、モバイ
ルバッテリー（MOTTARIモバイルバッテリー 

図 1　室内実験風景

表 1　学習・検証用の魚種別ラベル数

魚種 Training Validation Test All

モツゴ 669 174 373 1216

ドジョウ 391 118 166 675

カマツカ 387 112 439 938

オイカワ 432 133 152 717

コイ 657 223 108 988

ムギツク 482 150 90 722

フナ 476 161 83 720

ヨシノボリ 654 228 93 975
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究においても水温の時間変化を概ね再
現できた。
3.2 灌漑時間帯の影響
　図 3に、夜間灌漑時と昼間灌漑時の
期間平均水温分布を示す。平均水温は、
水口付近（ 0～20m）では夜間灌漑の方
が昼間灌漑よりも高温であったが、そ
れよりも遠方では昼間灌漑の方が夜間
灌漑よりも高温であった。このように、
夜間灌漑は、灌漑水の流入の影響が大
きい水口付近の水温低下を防ぐ効果が
あること、水口より遠方では逆の効果
を持つことが確認された。
3.3 灌漑頻度の影響　
　図 4に、異なる灌漑頻度下の、平均水温分布
を示す。水口付近の平均水温は、高い順に隔日
夜間灌漑、毎日夜間灌漑、常時灌漑となった。
このように、灌漑頻度が少ない（灌漑強度が高
い）ほど、水口付近の水温は高くなることが確
認された。このことから、同一灌漑水量の下で
灌漑を行うのであれば、灌漑頻度は少ない方が
低水温害の抑制に効果的だと考える。

4．まとめと今後の課題
　夜間灌漑の方が昼間灌漑よりも水口付近の平
均水温の低下を抑える効果があること、同一灌
漑水量の下では灌漑頻度が少ないほど水口付近
の平均水温が高くなることが明らかになった。
水田の平均水温を高くするためには、灌漑頻度
を抑えて夜間に灌漑するのが効果的であると考
える。
　今後、様々な条件下の水田を対象に現地調査、
数値実験を継続して実施し、水口付近の水温低
下を軽減できる効果的な灌漑条件の解明に取り
組む予定である。これにより、低水温害による
収量低下を防止するための灌漑方法の解明に貢
献したいと考えている。

謝辞
　現地調査をお許しいただいた対象農家の皆様に感謝申し上げます。また、会津南部農業水利事業所において、
地区の概要および業務内容についてご説明いただき、国営事業に関する知識を得ることができました。感謝申し
上げます。

引用文献：
Kondo J, Watanabe T (1992) Studies on the bulk transfer coeffi  cients over a vegetated surface with a multilayer energy budget 
model. J Atmos Sci 49: 2183‒2199.
Nishida K, Yoshida S, Shiozawa S (2021) Numerical model to predict water temperature distribution in a paddy rice fi eld. Agric 
Water Manag 245: 106553.
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　河川環境の計測には、水中での計測を含めて様々な制約があり、多大な時間やコストが必要である。例えば、
流量観測のための流速計測の方法として、国土交通省（2022）は、可搬式流速計や浮子による測定などを挙げてい
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きない。また、浮子による測定は風の影響を受けたり、観測者や観測位置などによって計測誤差が生じたりする
可能性がある。これに対し、河川環境を高精度かつ自動で計測することができるようになれば、時間や労力を大
幅に削減することができる。既往の研究において、巻ら（2005）は、自律型水中ロボットを作成し、浅海域におい
て人工構造物を観測した。山上ら（2015）は、河川流速の自動計測を目標に流速計測ロボットを試作し、室内実験
水路においてテストした。しかしながら、複数の物理環境変数を同時に計測する自律型ロボットは未だに開発さ
れていない。そこで筆者は、河川環境を計測する自律型ロボットの開発の第一歩として、定点カメラによる動画
撮影と魚類検出・種判別モデルによる水中観測システムの構築を試みた。具体的には、まず室内実験により基礎
システムを構築し、魚類検出・種判別モデル構築用の画像データを集積した。続いて、撮影画像を用いて深層学
習による基礎モデルを構築して、再現性を評価するとともに、個体数計測のための基礎アルゴリズムを作成した。
そのうえで、構築した観測システムを渡良瀬川太田頭首工魚道入口に設置して実環境での適用可能性を検証した。

2．方法
2.1　室内実験
　実験室に設置したゴム製プール（300cm×200cm×75cm；図 1）内
の水深を約43cmに設定し、USBカメラ（ELP社製、暗視機能付）を入
れたガラス水槽（15cm×15cm×25cm）を水中に固定して遊泳魚を撮
影する。カメラはシングルボードコンピュータ（Rasberry Pi 4 Computer 
Model B 8GB RAM）を用いて操作し、 1分おきに10秒間撮影した動
画はDropbox API（dropbox-sdk-python）を用いて転送した。光環境
を制御するために、LEDライトを 6台設置し（図 1）、タイマー機能
により、 6時から18時までを明条件、18時から翌 6時を暗条件とした
（明暗周期＝12h：12h）。実験には、府中用水で採集した 8魚種（モツゴ、
ドジョウ、カマツカ、オイカワ、コイ、ムギツク、フナ、ヨシノボリ）
を使用した。
　撮影動画を 1フレームごとの画像に分割し、LabelImgを用いてア
ノテーションした。その際、供試個体数が種ごとに異なることから、
データ拡張ツールRobofl owを用いて学習データ
を増強し、表 1のように分割したうえで、
Ultraticsが開発したYOLOv5sにより魚類検出・
種判別モデルを構築した。魚類検出精度の評価に
は、Precision、Recall、mAP50およびmAP50-95を
使用した。
2.2　野外試験
　野外試験は渡良瀬川太田頭首工魚道上流端にお
いて実施した。具体的には、室内実験で使用した
機材（Rasberry piおよびUSBカメラ）に、モバイ
ルバッテリー（MOTTARIモバイルバッテリー 

図 1　室内実験風景

表 1　学習・検証用の魚種別ラベル数

魚種 Training Validation Test All

モツゴ 669 174 373 1216

ドジョウ 391 118 166 675

カマツカ 387 112 439 938

オイカワ 432 133 152 717

コイ 657 223 108 988
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61200mAh）とモバイルWiFiを挿入したアクリルケース（W15cm×D15cm×H100cm）を魚道の溝に設置した
（図 2）。撮影では、 1分間に 1回、画像を撮影し、クラウドに転送した。撮影プログラムは 1分ごとに、秒数が
毎分00秒になると動作するように設定した。バッテリーは 1日ごとに交換した。

3．結果と考察
3.1　室内実験
　室内実験では、撮影とデータ転送に成功した一方で、撮影間隔が 1分ごとに統一できず、撮影間隔が空いてし
まうことがあり、結果として 1時間に45～50回の撮影になった。魚類検出・種判別モデルによる魚種判別の結果
の一例を図 3に、魚類検出の再現結果を表 2に示す。このように、魚類検出・種判別モデルを構築することがで
きたが、種判別の精度は魚種ごとに大きく異なり、さらなる改良の必要性が示唆された。

図 2　渡良瀬川太田頭首工観測システム設置位置

図 3　魚種判別結果例

表 2　魚種検出モデルの再現精度

クラス Precision Recall mAP50 mAP50-95

全体 0.775 0.663 0.708 0.485

コイ 0.725 0.833 0.836 0.555

ドジョウ 0.925 0.699 0.717 0.476

フナ 0.503 0.313 0.360 0.235

カマツカ 0.923 0.380 0.549 0.386

モツゴ 0.674 0.619 0.697 0.441

ムギツク 0.815 0.744 0.828 0.577

オイカワ 0.659 0.717 0.680 0.432

ヨシノボリ 0.974 1.000 0.995 0.780

3.2　野外試験
　 3日間の観測結果から、野外環境下に実装した水中観測システムにより、撮影とデータ転送を実行できた。
図 4を見ると、時間によって光の当たり方が異なるために照度が時間と場所によって異なることが明らかになっ
た。これは魚種解析に大きな影響を及ぼす可能性がある。また、実河川では時々刻々と環境が変化し、濁度の変
動により、撮影や画像解析が困難になることが示唆された。

4．結論
　本研究では、水域計測ロボット開発の前段階として定点での水中観測システムを構築した。市販のUSBカメラ
をラズベリーパイで操作し、撮影動画像はWiFi経由でクラウドに転送することで準リアルタイムでの観測が可
能になった。続いて、撮影画像を用いてYOLOv5sに学習させることで魚種判別モデルを構築した。渡良瀬川太
田頭首工魚道最上流端における準リアルタイム撮影では魚類は撮影できなかったが、透明度が高い条件下での撮
影が十分に可能であることを確認できた。一方、光環境や濁度の影響が観察されており、条件に応じた技術開発
の重要性が示唆された。
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まうことがあり、結果として 1時間に45～50回の撮影になった。魚類検出・種判別モデルによる魚種判別の結果
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動により、撮影や画像解析が困難になることが示唆された。
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　本研究では、水域計測ロボット開発の前段階として定点での水中観測システムを構築した。市販のUSBカメラ
をラズベリーパイで操作し、撮影動画像はWiFi経由でクラウドに転送することで準リアルタイムでの観測が可
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リサイクル炭素繊維の農地還元の可能性の検討
Investigation of the Possibility of Returning Recycled Carbon Fiber to Agricultural 
Land

東京農工大学　丸山　智也
　（現在　東京都　勤務）

指導教員　加藤　亮　教授

1．背景
　肥料として投入された窒素やリンの分解や回収が望まれている。肥料の主成分である窒素、リン酸は、水質汚
濁や湖沼の富栄養化の原因となりうる。また、肥料由来の一酸化二窒素の問題や、リン鉱石の枯渇なども懸念さ
れている。これらの問題に対し、一度排出された農業排水から、栄養塩類を分解・回収する手段が必要となる。
　そのような手段の 1つとして、本研究ではリサイクル炭素繊維素材に着目した。炭素繊維素材は、様々な用途
に幅広く使われる一方で、炭素繊維強化プラスチック（CFRP）の工程廃材や使用済み製品の大部分が使用後に埋
め立て処理される1）など、リサイクルや処分が課題となっている。
　炭素繊維の利用方法の 1つに、水質浄化資材としての利用がある2）3）。炭素繊維による水質浄化は、炭素繊維
の持つ生物親和性を利用して微生物を集め、それらの微生物が栄養塩類を分解することで行われる。
　よって、炭素繊維素材を水質浄化資材として農業排水に投入したのちに、農地還元することによって、吸着し
た肥料成分を再び回収することが可能であれば、肥料の流出による水質悪化と、使用済み炭素繊維の処理という、
2つの問題を同時に解決することが期待できる。したがって本研究では、水質浄化と肥料成分の回収の手段とし
て、リサイクル炭素繊維素材に着目した。
　以上から本研究では、農業排水路に水質浄化資材として投入したリサイクル炭素繊維素材の、農地還元の可能
性を検討することを目的とする。具体的には、排水路上下流の水質の差から水質浄化効果を評価するとともに、
回収した炭素繊維から肥料成分を水抽出し定量することで、植物に利用されやすい肥料として利用可能な窒素と
リンの量を求める。また、肥料回収に利用するための炭素繊維量や設置、装置の条件について考察する。

2．対象地
　千葉県印旛沼の白山甚兵衛循環灌漑地区内の小排水路を対象地とした。印旛沼は水質汚濁が懸念される湖沼で、
農業起源の汚濁負荷の影響が大きい。したがって、農業からの負荷を軽減するため、炭素繊維素材による域内の
排水路の水質浄化と栄養塩類の回収を試みた。

3．実験方法
　使用済みの炭素繊維複合素材を焼成した炭素繊維を、吸着素材（セラミック素材）とともに成形し、板状にした
炭素繊維素材を、水路壁面と底面に沿うように設置した。設置した装置を通過する前後の農業排水を採水し、分
析を行うことで浄化効果の検証を行った。採取したサンプルから、全窒素、全リン、全有機炭素、溶存酸素濃度
の測定をした。また、上下流それぞれに設置したロガーにより、電気伝導度の測定も行った。
　また、回収した炭素繊維素材を農地に還元したときに、散水によって溶出する水溶性の窒素とリンの濃度を推
定した。回収した炭素繊維素材から水溶性の窒素とリンを水抽出したのち、遠心分離機にかけ、上澄み液に含ま
れるH2PO4-、NO3-をイオンクロマトグラフで測定した。

4．結果・考察
　まず、水質浄化実験の結果について述べる。全窒素、全リン、電気伝導度、溶存酸素量、全有機炭素すべてで、
白山側および甚兵衛側ともに上下流で大きな差はみられなかった。微生物による吸着や浄化は、微生物の成長速
度や栄養を吸収する速度に制限されるため、流路を通過する短時間の浄化は難しかったと考えられる。また、屋
外の浄化装置であるため、流量や水温が安定しないことも影響していると考えられる。
　次に、水路から回収した、微生物が付着していると考えられる炭素繊維サンプルからH2PO4-とNO3-を水抽出
した。H2PO4-は濃度の高い一部のサンプルからしか検出できなかったが、NO3-はすべてのサンプルから検出で
きた。水抽出によって得られたNO3-とH2PO4-の濃度は、それぞれ板状炭素繊維1kgあたりから溶出したNと肥料
成分であるP2O5の質量に換算した（図 1）。窒素について着目すると、最も値の高い甚兵衛側側面の最大値でも、

炭素繊維 1㎏に付着した量は、施設栽培のコマツナのN
施肥基準4）の10分の 1程度となっている（表 1、 2）。一
方リンは、白山側側面の最大値が施設栽培のP2O5施肥基
準4）に近い値であり、この程度の量を炭素繊維素材全体
として吸着できれば、肥料として再利用できる可能性が
ある。
　また、炭素繊維素材の配置場所による溶出量の違いに
ついて、底部と側面の炭素繊維を比較すると、H2PO4-
について、サンプルは少ないものの、甚兵衛側、白山側
ともに側面の方が底部より値が高い傾向があった。これ
は、底部の炭素繊維が底泥を被ったことにより、排水と
の接触機会が減少したことが原因と考えられる。また
NO3-についても同様に、側面の方が底部より値が高い
傾向がみられた。この要因についても、底泥の堆積によ
り底部炭素繊維の表面が嫌気的になり、脱窒が起きてい
る可能性が考えられる。したがって、排水からの窒素と
リンの効率的な回収には、排水との接触機会を増加させ
たり好気的な状態を保ってNO3-を回収したりするため
に、底泥を被らないような装置の設計が必要になると考
えられる。
　また、走査型電子顕微鏡による炭素繊維素材内部の観
察では、炭素繊維への付着物が確認できた（図 2）。付着
物が有用微生物かどうか、どの種であるかなどについて、
今後確認する必要がある。

5．結論
　実験から、今回用いた板状リサイクル炭素繊維
を水質浄化資材として利用することは難しいと考
えられる。一方、水質浄化資材として使用したリ
サイクル炭素繊維素材の農地還元について、生物
膜を広範囲に付着させることができれば、肥料と
して十分な量のリンを回収でき、農地還元できる
可能性があることが分かった。窒素については、
好気的状態を保つため水路壁面に炭素繊維素材を
配置したり、炭素繊維素材をより薄くして相対的
な吸着量を高めたりするなど、装置の形状や配置、
設置期間などを工夫することで、効率的に肥料成
分を吸着できる可能性がある。また、炭素繊維に
付着していた微生物について、種を同定し、その
成長に有利な設置環境や装置の設計などを検討し
ていきたい。
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2） 小島昭（2003）「炭素繊維による水質浄化と藻場形成の最近の進歩」繊維学会誌, 59巻, 6号, p.165-169
3） 秀平敦子, 関谷雅幸, 高坂和彦「相模湖上流地域における炭素繊維を用いたリン浄化に関する検討」『神奈川県環境科学センター
研究報告』平成28年版（39）, 神奈川県.国立国会図書館デジタルコレクション（2023年 1 月23日確認）　

 https://dl.ndl.go.jp/pid/11589541
4） 東京都農業振興事務所ホームページ「東京都施肥基準」（2023年 1 月23日確認）
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図 1　水抽出された NO3-の濃度

図 2　炭素繊維への付着物

表 1　炭素繊維 1㎏あたりの窒素とリン溶出量

甚兵衛底面 甚兵衛側面 白山底面 白山側面

炭素 1㎏あたり
Nの最大値（g） 0.139 0.799 0.339 0.576 

炭素 1㎏あたり
P2O5の最大値（g）

0.781 3.248 0.550 6.167 

表 2　露地栽培コマツナの黒ボク土における基肥のNとP2O5施肥基準（g/m2）

コマツナ施肥基準 露地 施設

N（g/m2） 14 7

P2O5（g/m2） 16 7

出典：東京都農業振興事務所ホームページ「東京都施肥基準」4）をもとに作成
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リサイクル炭素繊維の農地還元の可能性の検討
Investigation of the Possibility of Returning Recycled Carbon Fiber to Agricultural 
Land

東京農工大学　丸山　智也
　（現在　東京都　勤務）

指導教員　加藤　亮　教授

1．背景
　肥料として投入された窒素やリンの分解や回収が望まれている。肥料の主成分である窒素、リン酸は、水質汚
濁や湖沼の富栄養化の原因となりうる。また、肥料由来の一酸化二窒素の問題や、リン鉱石の枯渇なども懸念さ
れている。これらの問題に対し、一度排出された農業排水から、栄養塩類を分解・回収する手段が必要となる。
　そのような手段の 1つとして、本研究ではリサイクル炭素繊維素材に着目した。炭素繊維素材は、様々な用途
に幅広く使われる一方で、炭素繊維強化プラスチック（CFRP）の工程廃材や使用済み製品の大部分が使用後に埋
め立て処理される1）など、リサイクルや処分が課題となっている。
　炭素繊維の利用方法の 1つに、水質浄化資材としての利用がある2）3）。炭素繊維による水質浄化は、炭素繊維
の持つ生物親和性を利用して微生物を集め、それらの微生物が栄養塩類を分解することで行われる。
　よって、炭素繊維素材を水質浄化資材として農業排水に投入したのちに、農地還元することによって、吸着し
た肥料成分を再び回収することが可能であれば、肥料の流出による水質悪化と、使用済み炭素繊維の処理という、
2つの問題を同時に解決することが期待できる。したがって本研究では、水質浄化と肥料成分の回収の手段とし
て、リサイクル炭素繊維素材に着目した。
　以上から本研究では、農業排水路に水質浄化資材として投入したリサイクル炭素繊維素材の、農地還元の可能
性を検討することを目的とする。具体的には、排水路上下流の水質の差から水質浄化効果を評価するとともに、
回収した炭素繊維から肥料成分を水抽出し定量することで、植物に利用されやすい肥料として利用可能な窒素と
リンの量を求める。また、肥料回収に利用するための炭素繊維量や設置、装置の条件について考察する。

2．対象地
　千葉県印旛沼の白山甚兵衛循環灌漑地区内の小排水路を対象地とした。印旛沼は水質汚濁が懸念される湖沼で、
農業起源の汚濁負荷の影響が大きい。したがって、農業からの負荷を軽減するため、炭素繊維素材による域内の
排水路の水質浄化と栄養塩類の回収を試みた。

3．実験方法
　使用済みの炭素繊維複合素材を焼成した炭素繊維を、吸着素材（セラミック素材）とともに成形し、板状にした
炭素繊維素材を、水路壁面と底面に沿うように設置した。設置した装置を通過する前後の農業排水を採水し、分
析を行うことで浄化効果の検証を行った。採取したサンプルから、全窒素、全リン、全有機炭素、溶存酸素濃度
の測定をした。また、上下流それぞれに設置したロガーにより、電気伝導度の測定も行った。
　また、回収した炭素繊維素材を農地に還元したときに、散水によって溶出する水溶性の窒素とリンの濃度を推
定した。回収した炭素繊維素材から水溶性の窒素とリンを水抽出したのち、遠心分離機にかけ、上澄み液に含ま
れるH2PO4-、NO3-をイオンクロマトグラフで測定した。

4．結果・考察
　まず、水質浄化実験の結果について述べる。全窒素、全リン、電気伝導度、溶存酸素量、全有機炭素すべてで、
白山側および甚兵衛側ともに上下流で大きな差はみられなかった。微生物による吸着や浄化は、微生物の成長速
度や栄養を吸収する速度に制限されるため、流路を通過する短時間の浄化は難しかったと考えられる。また、屋
外の浄化装置であるため、流量や水温が安定しないことも影響していると考えられる。
　次に、水路から回収した、微生物が付着していると考えられる炭素繊維サンプルからH2PO4-とNO3-を水抽出
した。H2PO4-は濃度の高い一部のサンプルからしか検出できなかったが、NO3-はすべてのサンプルから検出で
きた。水抽出によって得られたNO3-とH2PO4-の濃度は、それぞれ板状炭素繊維1kgあたりから溶出したNと肥料
成分であるP2O5の質量に換算した（図 1）。窒素について着目すると、最も値の高い甚兵衛側側面の最大値でも、

炭素繊維 1㎏に付着した量は、施設栽培のコマツナのN
施肥基準4）の10分の 1程度となっている（表 1、 2）。一
方リンは、白山側側面の最大値が施設栽培のP2O5施肥基
準4）に近い値であり、この程度の量を炭素繊維素材全体
として吸着できれば、肥料として再利用できる可能性が
ある。
　また、炭素繊維素材の配置場所による溶出量の違いに
ついて、底部と側面の炭素繊維を比較すると、H2PO4-
について、サンプルは少ないものの、甚兵衛側、白山側
ともに側面の方が底部より値が高い傾向があった。これ
は、底部の炭素繊維が底泥を被ったことにより、排水と
の接触機会が減少したことが原因と考えられる。また
NO3-についても同様に、側面の方が底部より値が高い
傾向がみられた。この要因についても、底泥の堆積によ
り底部炭素繊維の表面が嫌気的になり、脱窒が起きてい
る可能性が考えられる。したがって、排水からの窒素と
リンの効率的な回収には、排水との接触機会を増加させ
たり好気的な状態を保ってNO3-を回収したりするため
に、底泥を被らないような装置の設計が必要になると考
えられる。
　また、走査型電子顕微鏡による炭素繊維素材内部の観
察では、炭素繊維への付着物が確認できた（図 2）。付着
物が有用微生物かどうか、どの種であるかなどについて、
今後確認する必要がある。

5．結論
　実験から、今回用いた板状リサイクル炭素繊維
を水質浄化資材として利用することは難しいと考
えられる。一方、水質浄化資材として使用したリ
サイクル炭素繊維素材の農地還元について、生物
膜を広範囲に付着させることができれば、肥料と
して十分な量のリンを回収でき、農地還元できる
可能性があることが分かった。窒素については、
好気的状態を保つため水路壁面に炭素繊維素材を
配置したり、炭素繊維素材をより薄くして相対的
な吸着量を高めたりするなど、装置の形状や配置、
設置期間などを工夫することで、効率的に肥料成
分を吸着できる可能性がある。また、炭素繊維に
付着していた微生物について、種を同定し、その
成長に有利な設置環境や装置の設計などを検討し
ていきたい。
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図 1　水抽出された NO3-の濃度

図 2　炭素繊維への付着物

表 1　炭素繊維 1㎏あたりの窒素とリン溶出量

甚兵衛底面 甚兵衛側面 白山底面 白山側面

炭素 1㎏あたり
Nの最大値（g） 0.139 0.799 0.339 0.576 

炭素 1㎏あたり
P2O5の最大値（g）

0.781 3.248 0.550 6.167 

表 2　露地栽培コマツナの黒ボク土における基肥のNとP2O5施肥基準（g/m2）

コマツナ施肥基準 露地 施設

N（g/m2） 14 7

P2O5（g/m2） 16 7

出典：東京都農業振興事務所ホームページ「東京都施肥基準」4）をもとに作成
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